
●一般会計歳出（目的別） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生費

65億1,293万6千円

43.7%

教育費

20億8,191万1千円

14.0%

総務費

17億1,731万4千円

11.5%

衛生費

16億6,251万5千円

11.1%

土木費

10億8,622万9千円

7.3%

公債費

8億4,862万6千円

5.7%

消防費

6億3,598万7千円

4.3%

その他

3億7,310万7千円

2.5%

歳出総額

149億1,862万5千円

％

％

％

％

％

％

％

％

％合 計 149億1,862万5千円 147億5,840万3千円 1億6,022万2千円

そ の 他 3億7,310万7千円 3億4,569万3千円 2,741万4千円

消 防 費 6億3,598万7千円 5億8,017万7千円 5,581万円

公 債 費 8億4,862万6千円 8億3,746万8千円 1,115万8千円

16億5,888万5千円 4億2,302万6千円

▲1,800万5千円

20億8,191万1千円

13億2,948万2千円 ▲2億4,325万3千円

教 育 費

衛 生 費 16億6,251万5千円 16億9,694万円 ▲3,442万5千円

増減額

1.3

9.6

民 生 費 65億1,293万6千円 65億7,443万9千円 ▲6,150万3千円

増減率

土 木 費 10億8,622万9千円

7.9

1.1

▲ 0.9

総 務 費 17億1,731万4千円 17億3,531万9千円

科 目 令和４年度予算額 令和３年度予算額

25.5

▲ 1.0

▲ 2.0

▲ 18.3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●一般会計歳出（性質別） 

 

 

 

 

 

歳出総額 

147 億 5,840 万 3 千円 

 

○民生費（▲6,150 万 3 千円） 

・民間保育所等助成事業  

西保育所民営化などに伴う、民間保育所運営委託料が増加（+約 1 億 6,400 万円） 

・児童発達支援事業 利用者数の増などにより障がい児通所給付費が増加（+約 7,600 万円） 

・障がい者自立支援給付事業 利用者数の増などにより介護・訓練等給付費が増加（+約 6,000 万円） 

・保育所運営事業 

西保育所大規模改修にかかる工事請負費の皆減（▲約 1 億 4,900 万円） 

西保育所民営化などに伴う、会計年度任用職員報酬や、期末手当が減少（▲約 1 億 200 万円） 

・民間保育所等助成事業  

民間認定こども園の建替に伴う、民間保育所施設設備整備費等補助金が皆減（▲約 9,700 万円） 

 

○教育費（4 億 2,302 万 6 千円） 

・公民館・町民会館整備事業 

リニューアルオープンに向けた、実施設計業務や施設整備工事費が皆増（+約 2 億 8,100 万円） 

・小学校教育情報化推進事業 

各教室に設置の大型モニターの更新などにより校用器具費が増加（+約 5,900 万円） 

・小学校維持管理事業 

南小学校の運動場改修に伴う維持修繕工事費などが増加（+約 3,800 万円） 

・小・中学校教育情報化推進事業  

校務支援システムなどにかかる電子計算機器賃借料が増加（+約 2,800 万円） 

・小学校大規模改造事業 東小学校大規模改造工事にかかる大規模改修工事費が増加（+約 2,100 万円） 

 

○総務費（▲1,800 万 5 千円） 

・電子計算システム整備事業  

「行政 DX」の各種整備にかかる経費など電子計算システム開発委託料が増加（+約 6,900 万円） 

・参議院議員選挙運営事業の皆増（+約 2,800 万円） 

・町制施行 70 周年記念事業が皆減（▲約 8,400 万円） 

・職員給与関係事業 定年退職者数の減による退職手当が減少（▲約 2,300 万円） 

 

○衛生費（▲3,442 万 5 千円） 

・子ども等予防接種事業 HPV ワクチン積極的勧奨再開などにより個別接種委託料が増加（+約 3,100 万円） 

・し尿処理場運営事業 し尿処理広域化に伴う、し尿処理場運営にかかる経費が皆減（▲約 1 億 6,600 万円） 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業 個別接種委託料が減少（▲約 9,900 万円） 

 

○土木費（▲2 億 4,325 万 3 千円） 

・道路新設改良事業 

町道久保高田線歩道拡幅工事にかかる道路新設改良工事費が減少（▲約 2 億 4,600 万円） 

・交通安全施設整備事業 交通安全施設工事費が減少（▲約 2,000 万円） 

 

○公債費（1,115 万 8 千円） 

・据置期間を設けて借入れした町債の元金償還が開始することなどによる増加 

増減の主なもの 


